
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

22 2 達成

1,052 866

合計 4,917 5,052 4,866

技術課題の解決・改善件数２件

「健康・医療」「環境・エネルギー」「次世代交通」「ナノテク・材料」など成長産業分野での新技術・新製品の研究開発・早期事業化を促進

することで、県内中小企業の国際競争力の高度化を図る。

長期間に及ぶ景気低迷、円高等の影響により、県内中小企業には、国際競争力を有する高付加価値製品の開発が求められているが、開

発資金の調達は困難な状況にある。

成果目標の達成状況

項目

技術課題の解決・改

善件数(件)

事業番号 06 04 04 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 中小企業技術開発促進事業中小企業技術開発促進事業中小企業技術開発促進事業中小企業技術開発促進事業
担

当

課

部局 商工労働部

１　成長産業の創出 実施期間 H22 ～

課・室 ものづくり振興課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  1  次世代産業創出 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－１　信州をけん引するものづくり産業の創出

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 研究開発案件の審査等、企業秘密を扱うことから、守秘義務を負う公的組織

が実施する必要があり、また、企業の所在地によって助成レベルに差が出な

いようにするためには県が実施する必要がある。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

２．事業化、発展段階にある

新技術・新商品開発の支援

直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

１．新技術・新商品の研究開発 補助

長野県テクノ財団が行う新技術・新商品の事業化を促

進するための産学官連携による研究開発事業に補助

（２件）

4,000 4,000 4,000

国や支援機関等の補助制度等を「技術開発支援制度

のしおり」としてまとめ、補助事業等の活用による技術

開発・事業化の促進に活用（6,000部配布）

917

11,086 4,917 4,866

合計（A) 11,622 4,866

2

予

算

額

前年度繰越

当初予算 11,622

補正予算 199

11,086 5,116

Aの

財源

11,622 11,086 5,116 4,866

概　算

人件費

0.20 0.20 0.20

1,663

9,688 10,000 5,052

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

ものづくり産業振興戦略プランの示す「健康・医療」などの目指す分野を優先採択しており、次世代産業の創出に不可欠な事業であるた

め、今後も事業を実施していく。

目標に対

する成果

の状況

本年度採択案件２件については、いずれも試作品が完成しており、技術課題解決の目標を達成している。

 概算事業費（B（A）+C） 11,351 11,652 6,704 4,866

1,652 1,652 0
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区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度


